
中山間地域等直接支払制度 

 

中山間地域とは？ 

 中山間地域とは、平野部とは違い耕作を営む条件が不利な地域を指します。

山間地の多い日本では、このような中山間が、全体の約７割を占めています。

その中に、日光市も含まれています。 

 
 

中山間の役割は？ 

 中山間地域は、流域の上流部に位置することから、農地が持つ洪水の防止な

どの多面的機能（国土の保全・水源のかん養・自然環境の保全・良好な景観形

成・文化の伝承・地域社会の維持活性化等）を維持することによって、下流域

を含む住民の暮らしを守っています。 

 

中山間地域直接支払制度とは？ 

 中山間地域の農業においては、高齢化に伴う担い手不足や農産物価格の低迷、

あるいは鳥獣被害（サル、シカ、イノシシ等）などにより、耕作放棄地が増大

するなど、農業活力の低下が心配されており、日光市も例外ではありません。

このため、中山間地域等における耕作放棄地の発生を未然に防止し、農業を続

けながら農地が持つ上記多面的機能を確保することを目的に、平成１２年度か

ら導入されたのが「中山間地域等直接支払制度」です。 

 具体的には、適切な農業を続けられるように、平野部と比べ不利な農業生産

条件を補正するために支援を行うもので、５年間の集落協定を結び共同活動な

どを通じ、農地を維持する農業者等に交付金を直接支払う制度です。 



日光市における取組みの概要 

 日光市では、旧今市地区で８集落、旧日光地区で４集落、旧藤原町で１集落、

旧栗山地区で４集落（個別協定）ほど、この協定に参加しています。 

平成２２年度から始まった第３期計画から要件緩和により平成２３年度に２集

落で対象農用地面積を増加しました。 

 各集落においては協定参加者が共同で農地や水路・農道などを維持・管理し、

農業を継続するとともに、耕作放棄地の発生を未然に防止することを目的とし

た取組を行っています。 

 また、協定締結内容に基づき、鳥獣被害防止対策、担い手の育成・確保、農

業用機械の共同利用などの取り組みや、地元小学校などと連携した取り組みが

行われています。 

 こうした活動経費に、交付金が使われています。なお、この交付金は、国が

１／２、県が１／４、市が１／４負担をしています。（特認地区においては国が

１／３、県が１／３、市が１／３） 

 

 

 次に中山間地域等直接支払交付金実施状況を報告いたします。 

 

 



中山間地域等直接支払交付金交付実績 

 

１．中山間地域等直接支払交付金支払実績（Ⅳ期計画）（平成２９年度） 

（円） 

集落名等 協定面積 交付金 国・県費 市費 

㎡ 

高百集落 125,354 2,561,577 1,707,716 853,861 

小百集落 357,594 3,330,247 2,220,164 1,110,083 

小百褥集落 98,301 2,018,808 1,345,872 672,936 

小百石見集落 106,270 2,106,610 1,404,406 702,204 

長畑東沢集落 167,109 2,451,128 1,634,084 817,044 

長畑西沢集落 137,383 2,030,839 1,353,892 676,947 

長畑鶏鳴集落 243,849 2,212,164 1,474,774 737,390 

下ノ内集落 64,284 1,218,976 812,650 406,326 

南小来川集落 32,045 423,423 317,566 105,857 

宮小来川集落 30,058 240,464 180,348 60,116 

森崎用水組合集落 56,192 490,928 368,196 122,732 

東小来川集落 33,717 284,251 213,187 71,064 

藤原集落 75,330 1,581,930 1,186,447 395,483 

日蔭和牛改良組合 262,232 1,475,616 1,106,712 368,904 

栗山和牛改良組合（上栗山牧場） 557,218 1,671,654 1,253,740 417,914 

栗山和牛改良組合（三沢原牧場） 64,332 192,996 144,747 48,249 

土呂部和牛改良組合 183,200 1,676,550 1,257,412 419,138 

計 2,594,468 25,968,161 17,981,913 7,986,248 

 

中山間地域等直接支払交付金…適切な農業を続けられるように、平野部と比べ

不利な農業生産条件を補正するために支援を行うもので、５年間の集落協定を

結び共同活動などを通じ、農地を維持する農業者等に交付金を直接支払う制度。 

 

 



２ 集落協定及び個別協定の締結状況（平成２９年度） 

（単位：件、戸、㎡、円） 

区 分 協定締結数 参加農家数 
交付農用地 

面積 
交 付 額 

集落協定 １３ ２３８ 1,527,486 20,951,345 

個別協定 ４ ４ 1,066,982 5,016,816 

計 １７ ２４２ 2,594,468 25,968,161 

注） 集落協定の参加農家数は、協定に参加している延べ農家数を記入 

   個別協定の参加農家数は協定認定者数を記入 

 

 

３ 負担割合（平成２９年度） 

（単位：円）   

区  分 都道府県費 市町村費 計 

通常基準 2,009,450 2,009,457 4,018,907 

特認基準 5,976,779 5,976,791 11,953,570 

計 7,986,229 7,986,248 15,972,477 

 

集落目標内容等…景観作物の植栽・防護柵等設置・草刈機の導入・共同草刈作

業・地域の実情に即した農業生産活動等の継続を行う。 

※ 農林課では定期に現地調査を行っています。 

 

 

 


